
都道府県名 団体名

大阪府 大東市

財政力指数 0.75 標準財政規模（百万円） 24,200

R2.1.1人口(人) 120,285 令和1年度職員数(人) 545

面積（K㎡) 18.27 人口千人当たり職員数(人) 4.5

(単位：千人）

　

H17年国調 126.5 19.2 15.2% 86.6 68.5% 20.4 16.2% 0.2 0.3% 20.3 34.0% 37.8 63.4%

H22年国調 127.5 18.1 14.3% 82.1 64.8% 26.4 20.9% 0.1 0.2% 16.9 32.3% 35.2 67.5%

H27年国調 123.2 15.6 12.9% 74.6 61.5% 31.1 25.6% 0.1 0.2% 15.4 31.2% 33.8 68.6%

構成比
総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口

全国平均

大阪府平均
H27年国調

12.6% 60.7% 26.6% 4.0%

12.5% 61.3% 26.1% 0.6%

25.0% 71.0%

75.1%24.3%

令和元年度 大東市の財務状況【参考】

<人口構成の推移>

【債務償還能力】

【資金繰り状況】



※平均値は、いずれもR1年度

※１．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

　 ２．右上部表中の平均値については、各団体のR1年度計数を単純平均したものである。

　 ３．上記グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R1年度の類型区分による。

　 ４．平均値の算出において、債務償還可能年数と実質債務月収倍率における分子（実質債務）がマイナスの場合には「0（年・月）」として単純平均している。

（R1年度）

大東市 全国平均 類似団体平均大東市 全国平均 類似団体平均

大東市 全国平均 類似団体平均

大東市 全国平均 類似団体平均 大東市 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移
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（単位：年） （単位：月）

（単位：月） （単位：％）

健全化判断比率 大東市 早期健全化 基準 財政再生 基準

実質赤字比率 - 12.14% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 17.14% 30.00% 

実質公債費比率 6.2% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 - 350.0% -

債務償還可能年数 5.8年 8.8年 5.7年 4.5年 3.7年

実質債務月収倍率 7.1月 6.5月 6.0月 5.6月 5.2月

積立金等月収倍率 5.9月 5.8月 5.7月 5.8月 5.1月

行政経常収支率 10.2% 6.1% 8.8% 10.2% 11.4%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度
（参考）

大阪府
平均値

6.7年 8.0年 12.4年

8.7月 8.5月 9.2月

5.1月 7.4月 4.0月

12.5% 11.4% 5.8%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

都市Ⅲ－２

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５ヵ年

大東市

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 16,902 16,790 16,911 16,889 16,938 42.6% 20,906 49.4%

　地方譲与税・交付金 3,159 2,708 2,826 2,736 2,728 6.9% 3,369 8.0%

　地方交付税 4,778 4,549 4,684 4,785 5,168 13.0% 6,715 15.9%

　国（県）支出金等 9,577 9,963 10,022 9,717 10,570 26.6% 9,113 21.5%

　分担金及び負担金・寄附金 819 651 817 1,154 2,649 6.7% 658 1.6%

　使用料・手数料 804 786 779 758 733 1.8% 918 2.2%

　事業等収入 660 905 920 924 930 2.3% 664 1.6%

行政経常収入 36,698 36,350 36,960 36,964 39,716 100.0% 42,344 100.0%

　人件費 5,188 5,291 5,422 5,154 5,185 13.1% 7,280 17.2%

　物件費 6,496 6,620 6,701 6,932 7,720 19.4% 7,586 17.9%

　維持補修費 122 178 137 190 196 0.5% 529 1.2%

　扶助費 11,208 11,815 12,034 11,849 12,455 31.4% 10,945 25.8%

　補助費等 4,974 5,250 4,692 4,648 4,733 11.9% 5,216 12.3%

　繰出金（建設費以外） 4,514 4,567 4,379 4,089 4,609 11.6% 4,921 11.6%

　支払利息 442 389 338 303 257 0.6% 255 0.6%

　（うち一時借入金利息） (4) (1) (1) (1) (－) (0)

行政経常支出 32,944 34,110 33,703 33,165 35,156 88.6% 36,731 86.7%

行政経常収支 3,754 2,240 3,257 3,799 4,560 11.4% 5,613 13.3%

　特別収入 228 233 200 145 114 995

　特別支出 － － － 101 4 853

行政収支（A） 3,982 2,473 3,456 3,843 4,670 5,755

■投資活動の部■

　国（県）支出金 798 759 752 784 881 48.6% 3,016 46.9%

　分担金及び負担金・寄附金 170 114 30 0 0 0.0% 163 2.5%

　財産売払収入 51 15 127 19 92 5.1% 174 2.7%

　貸付金回収 3 2 2 2 1 0.1% 625 9.7%

　基金取崩 123 155 432 727 839 46.3% 2,457 38.2%

投資収入 1,144 1,046 1,343 1,532 1,814 100.0% 6,434 100.0%

　普通建設事業費 2,889 2,050 2,934 2,875 4,344 239.5% 8,523 132.5%

　繰出金（建設費） 0 0 0 0 0 0.0% 1,073 16.7%

　投資及び出資金 296 274 644 555 1,060 58.4% 304 4.7%

　貸付金 － － － － － 0.0% 606 9.4%

　基金積立 583 629 4,349 365 1,525 84.1% 2,399 37.3%

投資支出 3,768 2,953 7,927 3,795 6,929 382.0% 12,905 200.6%

投資収支 ▲2,624 ▲1,907 ▲6,584 ▲2,263 ▲5,115 ▲282.0% ▲6,471 ▲100.6%

■財務活動の部■

　地方債 2,341 1,998 2,518 2,429 3,246 100.0% 4,755 100.0%

  （うち臨財債等） (1,100) (1,164) (1,534) (1,593) (1,549) (1,265)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 2,341 1,998 2,518 2,429 3,246 100.0% 4,755 100.0%

　元金償還額 3,243 3,480 3,162 3,481 4,357 134.2% 4,347 91.4%

　（うち臨財債等） (1,109) (1,413) (1,352) (1,595) (1,651) (1,572)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 3,243 3,480 3,162 3,481 4,357 134.2% 4,347 91.4%

財務収支 ▲902 ▲1,483 ▲644 ▲1,052 ▲1,111 ▲34.2% 408 8.6%

収支合計 456 ▲916 ▲3,771 529 ▲1,555 ▲308

償還後行政収支（A-B) 739 ▲1,007 295 363 313 1,408

■参考■

実質債務 21,921 19,935 18,726 17,459 17,217 25,689

（うち地方債現在高） (38,619) (37,136) (36,493) (35,441) (34,330) (45,194)

積立金等残高 18,133 17,668 17,814 17,982 17,113 20,604

※ 臨時財政対策債について、「臨財債」としている。

類似団体平均値
（R1年度）H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

(百万円)

大東市

10.2

6.1

8.8

10.2

11.4

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

 H27  H28  H29  H30  R1

地方税 地方交付税

国（県）支出金等 その他収入

人件費 扶助費

補助費等＋繰出金（建設費以外） その他支出

行政経常収支率

行政経常収入・支出の５ヵ年推移

（百万円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

 H27  H28  H29  H30  R1

国（県）支出金 貸付金回収 その他収入

普通建設事業費 貸付金 その他支出

投資収入・支出の５ヵ年推移
（百万円）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

 H27  H28  H29  H30  R1

臨財債等 臨財債等を除く財務収入（建設債等） 財務支出

財務収入・支出の５ヵ年推移（百万円）

（年度）

（年度）

（年度）

5.8
8.8

5.7 4.5 3.7
0

20

40

60

80

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

実質債務・債務償還可能年数の5ヵ年推移

実質債務 行政経常収支 債務償還可能年数

(百万円)

(年度)

(年)

（%）


